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要　旨

目的：沖縄県北部12市町村の自治会長のソーシャル・キャピタル（以下SCと表記）に関する認識を明

らかにし，健康づくりへの示唆を得る。

方法：対象に基本属性，自治会長の仕事満足，SCに関する信頼，自分を支えるネットワーク，互酬性，

ネットワークと認識できる諸活動と残したい地域文化習慣のアンケート調査を実施した。

結果：有効回答は185名中110名（回答率59.5％）で男性が103名（93.6％），女性が７名（6.4％）であっ

た。平均年齢は60.7歳，仕事の満足は63名（56.3％）が満足であった。SCに関する質問（10段

階）の中央値は，「一般の人への信頼」は７，「地域の安全認知」は８，「１ヶ月以内の生活の安

心」は８であった。「自分を支えるネットワークの有無」を従属変数とし，独立変数を年齢，性別，

主観的健康感，ゆいまーるの有無，一般の人への信頼のモデルとした重回帰分析をした結果，「自

分を支えるネットワークの有無」と「ゆいまーるの有無」には関連（ｔ＝5.95，P<0.001）があっ

た。SC活動は71名（63.4％）がありと回答し，その諸活動は美化作業，豊年祭であった。

結論：「自治会長を支えるネットワーク」と「ゆいまーるの有無」の認識は有意な関連がみられた。自

治会長のSCの認識は高く，その活動は豊年祭，美化活動等であった。この活動の維持・継続に

はゆいまーるは必要であり，保健師や大学教員は，その認識を持つことでその地域のSCの活動

を活かした健康づくりが可能となることが示唆された。
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Abstract

The study aimed to get suggestions for health promotion in 12 northern municipalities of 

Okinawa prefecture by to clarify the perception of social capital （hereinafter referred to as SC） 

of the leaders of residents’ association. The questionnaire was composed of items regarding 

basic characteristics, social capital （including trust, norms, and networks）， network supporting 

myself, various activities recognizable as network and regional culture habits we would like to 

retain. 

In the survey for the presidents of residents’ association, the study received answers from 

110 participants （rate: 59.5％ males: 103 ［93.6％］， females: 7 ［6.4％］）． The average age was 60.7 

years, and 63 people （56.3％） satisfied with the work were satisfied.
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Ⅰ．はじめに

　近年，人口構造の急激な変化，住民生活スタイルの多

様化，非感染症疾患の拡大，健康危機管理の変容や関連

する制度の改正など地域を取り巻く環境に大きな変化が

生じている（厚生労働省2012）。そのために，わが国では，

「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」の大幅な

改正がなされ，「地域保健対策のあり方」として地域の

ソーシャル・キャピタルの活用を通じた健康なまちづく

りの推進を打ち出した（厚生労働省，2015）。

　Putnam（2006）は，ソーシャル・キャピタル（以下

SCと表現する）とは，「調整された諸活動を活発にする

ことによって社会の効率性を改善できる信頼，互酬性の

規範，ネットワークといった社会組織の特徴である」と

述べている。SCと所得格差・死亡率の関係を探究した

のがKawachiらであった。KawachiらのSCに関する研

究の翻訳図書（2004）が日本で出版された後から，わが

国においてSCと健康に関する多数の研究が発表されて

きた。対象は思春期の学生から高齢者までと幅広く（木

村，2009：大田，2014：高倉，2015），SCの構成要素（大

西，2016），SCの醸成に関する調査（田尻，2016）など

が実施されていた。当初，わが国のSCの研究では，個

人レベルの認知的SCと主観的健康感（近藤他，2004：

大田，2014：Toyozato他，2014）や精神的健康（木村，

2009：Taba他，2016）などの関連に関する研究が多く，

その信頼を生む諸活動の実施，いわゆるSCと成りえる

活動の必要性が示唆された研究がほとんどであった。近

藤ら（2004）が健康格差に関する大規模調査を報告した

ことと，厚生労働省の「地域保健対策のあり方」にお

ける地域のSCの活用を通じた健康なまちづくりの推進

（2015）を打ち出したことで，地域のSCと成りえる諸

活動の参加と健康指標に関する横断的研究や介入研究の

報告が増加した（近藤，2004：白谷他，2017：有田他，

2018）。

　わが国は急速な少子高齢社会によって，介護を必要と

する高齢者の増加，労働人口の減少等で公的な介護保険

サービスでは供給できない多数の介護難民が生じる可能

性が示唆されている。その対策案として「地域共生社

会」の実現に向けて「わが事・丸ごと」の地域社会を創

設し，地域の高齢者，子ども，障害者の世代や背景の異

なる人々の集い，つながりを再構築する必要性を強調し

ている（厚生労働省，2019）。この「地域共生社会」の

実現にはSCで重視している構成項目である信頼やご酬

性の規範，ネットワークによる自助や互助の広がり等が

必要不可欠である。この国策が，近年のSCと地域の健

康づくりや「地域共生社会」の実現に活かせる諸活動と

の関連に関する研究や介入研究へシフトしていると考え

る。例えば，SCと諸活動との関連に関する横断的研究

では，大学生とボランティア活動との関連（間戸，塚崎，

2016）や高校生の主観的健康観と部活動（高倉，2014），

中高年の精神的健康と地域伝統行事（Taba他，2016）

である。介入研究は，高齢者と児童の花壇づくりの世代

間交流（白谷他，2017），愛知県武豊町の「幸手プロジェ

クト」（2017）などである。

　今回調査する沖縄県は，亜熱帯の島しょ地域で，歴史

的に琉球王朝時代の東南アジアの諸国との貿易や文化交

流があったために本土とは異なる東南アジアの影響を受

けた年中行事や音楽，踊り，食事などの文化習慣があっ

た地域である（亀島，2000）。また，気候的には台風の

通過地域であり，古くから台風の被害やその逆の干ばつ

などで十分に食物が摂取できない自然災害の影響を受け

てきた。常に自然災害の影響を受ける生活では，病気や

経済的困窮等が生じ，その対策として生活の知恵である

地域住民間の相互扶助である「ゆいまーる」や「模合」

が生まれ，生活の一部として伝承されたと推察される。

そのような生活背景から他県とは異なる地域伝統行事の

The median of the questions （10 levels） regarding SC was 7, "Trust people in general" was 7, 

"Regional security perception" was 8, "Safe living within 1 month" was 8.

As a result of multiple regression analysis with " Network supporting myself " as a 

dependent variable and independent variable as a model of age, gender, self-rated health, 

Yuimaru, trust people in general, "Whether there was Yuimaru t = 5.95, P <0.001" was found to 

be relevant. Leader of residents’ association is high recognition of SC, the activities of the SC was 

harvest festival, the beautification activities. Relationship between the self-governing president's 

network and "Yuimaru" was observed in maintaining and continuing this activity. Public health 

nurse and university faculty members established a relationship of trust with leader of residents’ 

association, suggesting the possibility of health promotion making full use of SC activities. 

Keywords:  12 northern municipalities , leader of residents’ association , social capital，

　　　　　　  health promotion
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みならず，人々との交流，助け合いで生活を維持してき

たといえる。それを反映する言葉として「ゆいまーる：

相互扶助」や「いちゃりばちょうでぃ：出会った人は兄

弟同然」などの言葉が現在も残っている。

　さらに，73年前の第２次世界大戦では日本で唯一の地

上戦となり，多くの一般住民を含む20万人が戦死した地

域でもある。現在の高齢者は，辛く悲しい戦中，戦後の

生活を余儀なくされた経験を有する人も少なくない。そ

のため，身体的障害の後遺症のみならず，PTSD（Post 

Traumatic Stress Disorder心的外傷性ストレス障害）

を共に生き抜いてきた高齢者が存在する（當山，2013）。

このような文化と歴史の背景を持つ沖縄県でのSCに関

する諸活動に関する調査は，大学生の「朝市」健康相

談活動との関連（大城，2009），高齢者の筋肉トレーニ

ング教室への参加（永田，2009），高齢者の主観的健康

観と模合（白井，2013），中高年の精神的健康と地域

伝統行事（Taba他，2016），高校生と危険行動（高倉，

2013）などがある。これらの先行研究や沖縄県の歴史的

な背景からもSCとなり得ている諸活動が散在している

可能性は高いが，その地域の概要理解が重要となる。

　今回の研究対象地域の北部12市町村は僻地・過疎地域

を含み，平成25年の高齢化率は名護市のみが17.8％と県

平均値（19.6％）と同等であり，他の町村の高齢化率は

30.5％～20.3％と高値である。後期高齢化率は60.0％前

後と高い地域で（沖縄県，2013），要介護状態のために

医療や介護，障害福祉サービスを申請しても高齢者への

在宅医療福祉サービスは十分とは言いがたく，介護難民

の問題が生じ始めている。介護難民の危険性が高く，世

帯所得が低いＡ村の高齢者を対象に調査した結果では，

模合と主観的健康感は正の関連があり，他者との交流と

主観的健康感も，正の関連があった（白井，2016）と報

告されている。模合は，沖縄県の回転型貯蓄金融機構の

一種と考えられるシステムである。沖縄の方言には，村

民間の相互扶助および互酬性の規範を表現する「ゆい

まーる」という言葉がある（沖縄タイムス1985）。その

相互扶助，「ゆいまーる」として模合が継続され，高齢

者の交流が健康に影響を与えていることは注目すべきこ

とである。Kawachi（2006）は，沖縄の「ゆいまーる」

や地域のつながりが，高齢者の健康と関連していると述

べている。

　筆者らは，田場（2016）の沖縄の中高年の精神的健康

と個人的なSCと捉えた社会的信頼，地域伝統行事との

正の関連や白井（2013）の高齢者の主観的健康感と模合

との正の関連結果から，地域伝統行事や地域の行事は

SCとなる可能性が高いと示唆された。沖縄の文化要因

は，高倉（2016）が指摘している社会経済的不利による

悪化をバッファする何らかの要因としての信頼，互酬性

の規範，ネットワークになりえているのだろうか。それ

を明らかにするために，地域を熟知し統括している自治

会長へのSCとなり得る活動調査は必須であると考えた。

　厚生労働省は「住民組織活動を通じたソーシャル・キャ

ピタル醸成・活用にかかわる手引き」（2015）を作成し，

SCを醸成し，活用する行政保健師に期待している。し

かし，公衆衛生看護を担う保健師は，個別や集団の多重

業務のために保健師が中心となったSCの醸成の事例は

多いとは言いがたい。そのために，地域の長である自治

会長らへの調査は，その地域の特色や地域行事等を把握

でき，その自治会長が地域住民との信頼や互酬性の規範，

ネットワークが構築されていると認識している活動（＝

SC）が明らかになり，地域を活かした保健師の地域健

康づくりに活かせると考える。この結果は，地区担当保

健師のみならず，地域包括支援センターや子育て世代包

括支援センターの事業に活かせ，地域診断，健康づくり，

地域組織活動，さらに保健福祉政策につながる一助にな

ると考える。

Ⅱ．目的

　沖縄県北部12市町村の自治会長のSCに関する認識を

明らかにし，健康づくりへの示唆を得ることを目的とす

る。

Ⅲ．方法

　沖縄県北部12市町村の全自治会長の属性や主観的健康

感と健康づくりに活かせるSCとなり得る自治会活動等

のアンケート調査を実施した。

１．対象者：北部12市町村の全自治会長185名。

２．調査方法：全自治会長185名に対し，調査の依頼文，

アンケート調査票，返信用封筒を同封し郵送法にて留

置法で実施した。

３．言葉の定義

１）ソーシャル・キャピタル：調整された諸活動を活

発にすることによって社会の効率性を改善できる信

頼，互酬性の規範，ネットワークといった社会組織

の特徴である。Putnamの定義を用いた。

２）ゆいまーる：賃金の支払いを伴わない労働交換の

慣行。単に結いとも言う。生産力の水準が低く，労

働力が賃金で評価されない段階では，他所からの労

働力の受入れに対して労働力をもって返す方法が取

られていた。この労働力のやりとりは，地縁・血縁

で結ばれた数戸の農家同士で行われる。一般的には

共同的，相互扶助的なものとして捉えられている（沖

縄大百科事典下巻，1983）。本研究では，相互扶助，

互酬性の規範として使用する。

４．アンケート調査の項目：2003年度の内閣府のソーシャ
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ル・キャピタルの調査と近藤克則の「検証『健康格差

社会』－介護予防に向けた社会疫学的大規模調査」の

調査票（2007），田場（2016）の調査を参考に調査票

を作成した。

１）対象の属性

　性別，年齢，自治会長以外の兼業の有無と職種，

出身地，婚姻状況，家族数，親の同居，学歴，世帯

収入の認識，自治会長の仕事満足感，個人的な友人

等との年に１回以上の交流の有無，親や兄弟・姉妹

との年に１回以上の交流の有無。この数週間の自分

の健康状態について（５段階：わからない，病気で

ある，やや病気である普通，やや健康である，健康

である）当てはまる段階を選択し回答を得た。

２）　SCに関すること

　（１）「あなたは，一般の人は信頼できると思いま

すか。それとも信頼できないと思いますか。（10段階：

全く信用できない～全て信用できる）」，（２）「『旅先』

や『見知らぬ土地』で出会う人に対してはいかがで

しょうか。（10段階：全く信用できない～全て信用

できる）」，（３）「あなたの住んでいる地域は安全だ

と思いますか。（10段階：大変危険～全て安全であ

る）」，（４）「あなたは，ここ１ヶ月以内の生活は安

心して送れていますか。（10段階：大変不安である

～大変安心である）」，（５）「あなたは，普段の生活

で家族や近所の方と助け合う（ゆいまーる）をある

と感じますか。（５段階：全くない～大変ある）」，（６）

「あなたは，普段の生活で様々な自分を支えるネッ

トワークがあると感じていますか。（５段階：全く

ない～十分にある）」，（７）「自治会の活動で「信頼，

助け合い，ネットワーク」があると感じる活動の内

容」を自由記述で回答を求めた。

　３）自治会に関すること　

　（１）年間行事，老人会，婦人会，青年会，子ども会，

それ以外の会について有無の確認。（２）地域住民

の交流する会（行事）を選択式複数回答で確認し

た。選択項目は，総会，エイサー，豊年祭，新年会，

忘年会，部落シーミー（清明祭），夏祭り，月見会，

クリスマス会，清掃活動，その他。（３）自治会の

加入率の変化（３段階:増加，変化なし，減少）。

　４）継承したい地域の文化習慣について

　先行研究において地域伝統文化や習慣とSCに関

連があったことから，介入研究や研究の考察等で重

要だと考え，自由記述で回答を求めた。

５．調査期間：平成29年９月～平成30年３月。

６．分析方法：量的データは，SPSS Statistics 24.0にて，

対象者の属性やSC項目間等にχ２検定を実施した。多

変量解析として重回帰分析をするにあたり，相関係数

で関連の分析を行い実施した。その後，多変量解析は

関連のみられた変数を強制投入した。多重共線性を測

定し，モデルを決定した。

　記述式で回答を得た質的データは，自治会の活動で

「信頼，助け合い，ネットワーク」があると感じる活

動や残したい地域文化・習慣は，共通している固有

名詞で単位化し類似性に基づいて，沖縄大百科辞典

（1983）を参考にカテゴリ化した。また，主研究者が

分類したデータを共同研究者とさらに一致するまで検

討し，信頼性の確保に努めた。

７．倫理的配慮：名桜大学全学倫理審査会の承認を得た

後に実施した（承認番号29-023）。対象の185名の自治

会長に調査の依頼文，アンケート調査票，返信用封筒

を同封し郵送法の留置法で実施した。依頼文に，調査

時間や調査結果を取りまとめた後に論文投稿や学会で

発表することを明記し同意を得た。

Ⅳ．結果

１．対象の属性

　回答数は自治会185件中110件（回答率59.5％）であり，

男性が103名（93.6％），女性が７名（6.4％），平均年齢

は60.7歳であった。（表１）。自治会長の95名（82.7％）

表１　自治会長の概要

n=110

項　　　目 n （％）

性別
男性 103 （93.6）

女性 7 （6.4）

平均年齢

全対象：60.7±9.1歳

男　性：60.8±9.1歳

女　性：58.3±9.7歳

自治会長の出身地
同自治会 95 （82.7）

別の地域出身 15 （13.6）

学歴

中学校卒 11 （10.0）

高等学校卒 61 （55.5）

専門学校・短大 15 （13.6）

大学・大学院卒 21 （19.1）

その他 1 （0.9）

自治会長の仕事の満足

満　足 63 （56.3）

いいえ 31 （28.2）

わからない 16 （14.5）

婚姻状況

既　婚 91 （82.7）

未　婚 6 （5.5）

死別・離婚 12 （10.9）

無回答 1 （0.9）

家族数 2.92±1.605

子どもの人数 2.97±1.153

親の同居

は　い 25 （22.7）

いいえ 84 （76.4）

無回答 1 （0.9）

親，兄弟との
交流１年に１回以上

は　い 108 （98.2）

いいえ 2 （1.8）
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は同自治会出身であった。学歴では，中学卒11名（10.0％），

高等学校卒61名（55.5％），専門学校，大学・大学院卒は

36名（32.7％）であった。既婚は91名（82.7％）で，自

治会長の仕事のみを実施している者は62名（56.4％），48

名（43.6％）は兼業であった。兼業の多くは農業で31名

（28.2％）であった。「自治会長の仕事の満足」では，「満足」

は63名（56.3％）であった。主観的健康感の中央値は４

で年齢との相関はみられなかった（Spearman相関係数

＝0.088　P=0.366）。各市町村の回答数は，名護市が33名，

大宜味村９名，国頭村20名，恩納村15名等で，その市町

村の自治会数での割合は，33.3％～75.0％で，市町村の

内訳は表２に示す通りである。

２．SCに関すること

　SCに関する項目（10段階評価）では，「一般の人への

信頼」の中央値は７，「地域の安全認知」の中央値は８，

「１ヶ月以内の生活の安心」の中央値は８であった。ま

た，「普段の生活のゆいまーる（相互扶助）の有無（５

段階）」の中央値は４，「普段の生活でのネットワークの

有無（５段階）」の中央値は４であった。

　SCに関する項目の重回帰分析を実施するにあたり，

Spearmanの相関係数を測定した結果は表３のとおり

であった。「一般の人への信頼」と相関がみられたのは

「ここ１ヶ月以内の生活の安心度　ｒ＝0.413」，「普段

項　　　目 n （％）

仕事以外の
友人・知人との交流

は　い 110（100.0）

年収の認識

高　い 7 （6.4）

普　通 69 （62.7）

低　い 31 （28.2）

わからない 2 （1.8）

無回答 1 （0.9）

一般の人への信頼 （10段階） 71）

地域の安全認知 （10段階） 81）

１ヶ月以内の生活の安心 （10段階） 81）

普段の生活の相互扶助 （５段階） 41）

普段の生活での
ネットワーク

（５段階） 41）

主観的健康観 （５段階） 41）

１）中央値を示す

表２　対象の行政区

市町村 回答数 行政毎（％） 全体（％）

名 護 市 33 （55.9） （30.0）

今帰仁村 13 （68.4） （11.6）

国 頭 村 12 （60.0） （10.9）

大宜味村 9 （52.9） （8.2）

恩 納 村 10 （66.6） （9.1）

本 部 町 9 （45.0） （8.2）

伊 江 村 6 （75.0） （5.5）

東 村 4 （66.0） （3.6）

宜野座村 2 （33.3） （1.8）

伊平屋村 3 （60.0） （2.7）

伊是名村 2 （40.0） （1.8）

金 武 町 2 （40.0） （1.8）

無 回 答 5 － （4.5）

合　計 110 （100.0）

表３　SCに関する変数間の相関

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13

１一般の人への信頼（１
⇒10）

1.000

２ここ１ヶ月以内の生
活の安心度（１⇒10）

0.413** 1.000

３ゆいまーるの有無
（１⇒５）

0.321** 0.184 1.000

４仕事の満足度
（１：はい　２：いい
え　３：わからない）

-0.238* -0.242* -0.172 1.000

５住んでいる地域の安
全認知（１⇒10）

0.464** 0.505** 0.26** -0.114 1.000

６健康状態（１⇒５） 0.096 0.345** 0.221* -0.132 0.278** 1.000

７学歴（１⇒４） 0.124 -0.106 -0.057 -0.130 -0.135 -0.077 1.000

８年収の認知（１⇒３） 0.104 -0.014 0.016 0.174 -0.019 -0.096 0.038 1.000

９年収額（１⇒８） -0.109 -0.126 -0.060 0.034 0.022 -0.050 0.105 -0.284** 1.000

10 年齢 0.035 0.115 0.064 0.029 0.091 0.088 -0.136 -0.063 -0.227* 1.000

11 自分を支えるネット
ワークの有無（１⇒５）

0.236* 0.28** 0.576** -0.251** 0.257** 0.28** 0.086 -0.059 -0.044 0.065 1.000

12 自治会の活動で「信
頼，助け合い，ネッ
トワーク」があると
感じる活動　（１：は
い　０：いいえ）

0.163 0.184 0.124 0.023 0.105 0.128 0.019 -0.113 -0.133 0.213* 0.236* 1.000

13 見知らぬ土地で人
への信頼（１⇒10）

0.417** 0.128 0.179 -0.160 0.143 0.106 0.304** 0.011 0.001 -0.070 -0.051 -0.004 1.000

注: n=105   *:P<.05　**:P<.01　***P<.001  
Spearmanの順位相関係数
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の生活のゆいまーる（相互扶助）有無　ｒ＝0.321」，「仕

事の満足度　ｒ＝-0.238」「住んでいる地域の安全認知　

ｒ＝0.464」「自分を支えるネットワークの有無　ｒ＝

0.236」「見知らぬ土地で人への信頼　ｒ＝0.417」であっ

た。「ここ１ヶ月以内の生活の安心度」と相関がみられ

たのは，「仕事の満足度　r＝-0.242」「住んでいる地域の

安全認知　ｒ＝0.505」「健康状態　ｒ＝0.345」「自分を

支えるネットワークの有無ｒ＝0.28」であった。「ゆい

まーるの有無」と相関がみられたのは，「住んでいる地

域の安全認知ｒ＝0.26」「健康状態ｒ＝0.221｣「自分を支

えるネットワークの有無ｒ＝0.576」であった。「自分を

支えるネットワーク」との相関関係がみられたのは，「一

般の人への信頼　ｒ＝0.236」，「ここ１ヶ月以内の生活の

安心度　ｒ＝0.28」，「ゆいまーるの有無　ｒ＝0.576」，「仕

事の満足度　ｒ＝-0.251」，「住んでいる地域の安全認知　

ｒ＝0.257」，「健康状態　ｒ＝0.28」であり，SCの測定項

目との相関は６つであった。自治会長が，地域活動のリー

ダーの役割を遂行するには，信頼性や互酬性の規範に反

映される地域住民に支えられているネットワークの認識

が重要だと判断し，「自分を支えるネットワークの有無」

を従属変数とし，独立変数を先行研究から年齢，性を基

本的変数と判断し，Spearmanの相関係数で相関のみら

れたゆいまーるの有無，一般の人への信頼，生活の安心

度，住んでいる地域の安全認知，仕事の満足度，健康状

態を従属素数として重回帰分析（強制投与法）を実施し

た。しかし，多重共線性の判断において，条件指数が30

以上であったことから「独立変数間の共線性ある」と判

断し，共線性が28.083と30未満となった「共線性に問題

なし」と判断できる独立変数（年齢，性，健康状態，ゆ

いまーるの有無，一般の人への信頼の５つ）で重回帰分

析を実施した。その結果が表４である。「自分を支える

ネットワーク」との関連がみられたのは「ゆいまーるの

有無：１（感じていない）→５（感じている）ｔ＝5.95，

P<0.001」のみであった。このモデルでは調整済み決定

係数（adjusted R ２＝0.303）から約30％が一致していた。

３．自治会長の捉えるSCの諸活動

　自治会の活動のSCは，71名（63.4％）が「あり」と

回答し，その自治会活動のSCと感じる諸活動は表５の

とおりである。「美化活動：34件」は美化作業26件，草

刈り作業６件，粗大ごみ回収２件であった。その次に，「伝

統行事：18件」は豊年祭13件，アブシバレー３件, ７月モー

イ２件の伝統行事であった。さらに，「区民が集う行事：

29件」は敬老会８件，夏祭り５件，新年会６件，区民運

動会３件，グランドゴルフ３件，ゲートボール２件，防

災訓練２件や，「自治会組織活動：15件」は老人会７件，

子ども会３件，総会２件，婦人会１件，成人会１件，福

祉推進員会１件，「冠婚葬祭：２件」は冠婚葬祭２件，「介

護予防活動：５件」はミニデイサービス５件であった。

表４　自分を支えるネットワーク：重回帰分析

独立変数 β ｔ ｐ

性別（１：男性　２：女性） -0.088 -1.058 0.293

年齢 0.036 0.432 0.667

健康状態
　：１（病気である）→５（健康である）

0.150 1.796 0.076

ゆいまーるの有無
　：１（感じていない）→５（感じている）

0.516 5.949 ＜0.001

一般の人への信頼
　：１（全く信頼できない）　
　　→10（殆どの人信頼できる）

0.027 0.307 0.760

R .580a

R2 0.337

adjusted R2 0.303

F 10.052 p＜0.001

n=105
R2：決定係数　　　adjusted R2：調整済み決定係数

表 5　自治会活動で SCと感じる諸活動

活動名 N 市町村

美化活動

美化作業 26

名護市　今帰仁村　
恩納村　国頭村　
大宜味村　伊平屋村　
伊是名村

草刈作業 6
名護市　恩納村　
東村　伊平屋村　
伊是名村

粗大ゴミ回収 2 金武町　国頭村

伝統行事

豊年祭 13
恩納村　今帰仁村　
国頭村　伊平屋村

アブシバレー 3 今帰仁村　国頭村

７月モーイ 2 国頭村

区民が集う
行事

敬老会 8
名護市　本部町　
恩納村　伊江村　
国頭村

夏祭り 5
名護市　本部町　
恩納村　国頭村

新年会 6
名護市　恩納村　
今帰仁村　東村

区民運動会 3
名護市　本部町　
国頭村　東村

グランドゴルフ 3 名護市　今帰仁村

ゲートボール 2 名護市

防災訓練 2 名護市　伊江村

自治会組織
活動

老人会 7
名護市　今帰仁村　
伊江村

子ども会 3
今帰仁村　伊江村　
国頭村

総会 2 名護市

婦人会 1 名護市

成人会 1 名護市

福祉推進員会 1 名護市

冠婚葬祭 冠婚葬祭 2 本部町

介護予
防活動

ミニデイサービス 5 名護市
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４．自治会長が残したいと捉える文化習慣

　残したいと捉える伝統文化・習慣では，表６に示し

た。「普段の生活での相互扶助」は，ゆいまーる，模合，

協働作業（部落ウェーライ）など，「祖先や神への祈願」

は御願（ウガン）火の御願, ３月３日，エイサー，清明祭，

ウシデーク，「豊作祈願」は豊年祭，アブシバレー，シ

ヌグ，綱引き, ７月モーイ，組み踊り，棒と獅子舞，腰

ゆくい, ７年マール牛願，「海神への祈願」は海神祭，健

堅ハーリー大会，「民俗芸能の継続発展」は，民俗芸能

の継続発展，「全区民対象の自治会行事」は学事激励会，

区民運動会，夏祭り，一斉美化作業，新春トリムマラソ

ン大会，白浜ナイトキャンドル，クリスマス会，新年会，

忘年会，敬老会，月見会，夜警活動，国旗掲揚から集団

参拝，諸行事，「各世代会」は婦人会，老人会，青年会，

子ども会，成人会であった。施設入所者御見舞，「介護

予防活動」は，各種団体の連携，ディサービス，ぶなが

や食堂，「字の歴史書」は，有形文化財（史跡）の保存，

字史作成委員会，100周年の字史，南又島であった。

表６　自治会長が残したいと捉えている文化習慣

活動名 N 市町村

普段の生活での
相互扶助

ゆいまーる 1 伊平屋村
模合 1 伊江村

出産祝い 1 伊江村
同年会 1 伊江村

祖先や神への祈願

御願（ウガン） 11 名護市　本部町　今帰仁村　国頭村　恩納村
火の御願 1 名護市
３月３日 1 国頭村
エイサー 18 国頭村　今帰仁村　恩納村　金武町　東村　伊是名村
清明祭 4 国頭村　東村　伊平屋村

ウシデーク 3 名護市　大宜味村　恩納村
海神祭 6 名護市　大宜味村　東村

健堅ハーリー大会 3 本部町　大宜味村　恩納村

豊作祈願

豊年祭 44
名護市　国頭村　東村　大宜味村　今帰仁村　本部町　
金武町　宜野座村　恩納村

畦払（アブシバレー） 5 東村　　名護市
シヌグ 3 国頭村　今帰仁村
綱引き 3 東村　　国頭村

７月モーイ 2 国頭村　宜野座村
組み踊り 2 東村　　伊是名村

棒と獅子舞 1 今帰仁村
腰ゆくい 1 不明

７年マール牛御願 1 名護市
民俗芸能の継続発展 民俗芸能の継続発展 5 伊江村　伊平屋村　金武町　名護市　宜野座村

全区民対象の
自治会行事

学事奨励会 4 名護市　東村　本部町
区民運動会 2 名護市　国頭村　
夏祭り 4 国頭村

一斉美化作業 11 名護市　国頭村
新春トリムマラソン大会 2 名護市
白浜ナイトキャンドル 1 今帰仁村

　クリスマス会　　 1 伊平屋村
新年会 2 名護市　伊平屋村
忘年会 2 名護市　伊平屋村
敬老会 2 国頭村

　月見会　　 1 伊平屋村
夜警活動 1 大宜味村
朝作業 1 宜野座村

国旗掲揚から集団参拝 1 今帰仁村
諸行事 3 今帰仁村　本部町　宜野座村

各世代会

婦人会 2 名護市　大宜味村
老人会 2 名護市　国頭村
青年会 2 名護市　国頭村

子ども会 2 名護市　国頭村
成人会 2 名護市　大宜味村

介護予防活動
各種団体の連携 1 大宜味村
ディサービス 1 大宜味村
ぶながや食堂 1 大宜味村

施設入所者御見舞 施設入所者御見舞 1 名護市

字の歴史書

有形文化財（史跡）の保存 1 名護市
字史作成委員会 1 名護市
100周年の字史 1 名護市

南又島 1 不明
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Ⅴ．考察

１．自治会長のSCに関する認識

　今回の調査では，北部12市町村の自治会長の回答率は

60.5％であった。

　内閣府の調査（内閣府2003）の「一般の人への信頼（10

段階評価）」では，中央値「５」と回答したものが1,832

名中32.2％で，田場（2016）の沖縄県の中高年を対象と

した調査の値と同様に本研究においても中央値は７で

あった。自治会長のSCは高得点で，SCに関する変数間

の相関より，「一般の人への信頼」と「生活の安心感」，「ゆ

いまーる」，「仕事の満足度」，「地域の安全認知」，「自分

を支えるネットワーク」との関連がみられたことは，自

治会長らは地域の住民や環境，自治会活動についての把

握度において，わが国が目指す「地域共生社会」の活動

を実践，または実践のリーダーに値すると推察された。

　また，自治会長がSCと認識した諸活動には多世代間

が参加し，若者の体力が必要である「美化活動」や祖先

や自然，環境への祈り，感謝を含む「伝統行事」，「区民

が集う行事」，「自治会組織活動」等の多くの種類の回答

が得られた。これらの行事は，厚生労働省（2015）の地

域包括ケアの４つの構成要素「自助・互助・共助・公助」

の視点から考えると，ボランティアや町会・自治会，近

隣などが相互に支えあうことで可能となる「美化活動」

や「地域伝統行事」の行事は「互助」になると考えられ

る。「美化活動」そのものは全住民が使用する道路や公

園などを，世代間を超えて一緒に活動することで，参加

者同士が分かりあえる場（活動）を定期的に実施するこ

とからSCの信頼，互酬性の規範，ネットワークが形成

される機会になっていると推察する。本研究の地域は，

島しょ僻地を含み，高齢者率も約30.0％で住民の転出が

ほとんどない地域で，自治会長と住民にはSCの要因で

ある信頼関係，ネットワーク，相互扶助（ゆいまーる）

があると考えられる。そのため，国が目指す「地域共生

社会」のSCとなる活動は，自治会長や保健師が意図的

に新たに創り上げることなく，自治会長がSCと認識し

ている「美化活動」「豊年祭」の場を活用した地域健康

づくりに活せるのではないかと考える。例えば，「美化

活動」時には脱水や熱中症に関する知識の提供や活動前

後の体操の実施，「豊年祭」での健康診査の結果説明会

やアルコールや終活に関するミニ講話などの場として活

用できるのではないかと考える。

　自治会長自身の認識として回答した「自分を支えてい

るネットワーク」と関連があったのは，「ゆいまーるの

有無」であった。このことは，本研究における北部地域

および島しょ僻地で，介護保険サービス等の経済的参入

での利潤が高く求められない地域であるがゆえに，自分

たちで助け合う，「ゆいまーる」が根付いており，SCが

醸成されていると考えられる。表５の「自治会活動で

SCと感じる諸活動」は，その地域の住民が参加しなけ

れば成りえない活動である。これらの活動を継続してい

くことは，住民は義務感もあるが，普段の生活の一部で

あり，「ゆいまーる」は無意識で，かつ十分に機能して

いると推察する。また，自治会長は相互扶助が消失する

危機感を感じていないのではないか。地域伝統行事が多

く開催されることから地域住民との交流，つながる場が

あり，自治会長と地域住民とのSCとなる関わり，活動

は調査結果に反映されていない普段の生活の中に根付い

ていると推察される。しかし，白井（2013）は地域住民

の結束が硬化になればなるほどに「負の側面」の注意が

必要であると述べている。このような地域では，行事を

通した飲酒の問題があり，アルコール関連の健康障害や

生活習慣病がみられ，公衆衛生看護の視点からも改善を

検討しなければならない点である。さらに，田場（2017）

の沖縄県の健康診査受診者を対象とした結果では，「残

したい地域文化習慣」では【地域伝統行事】の「エイサー」

や「清明祭（墓参り）」が上位であり，今回の豊年祭の

結果と異なっていた。今回は，【農作祈願】では「豊年祭」，

「アブシバレー：田植えの後に畦の草刈を行い，虫払い

をする」があり，北部のSCの諸活動は，直接農作業に

関連した伝統行事の継承であり，北部地域の地域伝統文

化の継承の深さが垣間見られた。

　また，田場（2017）の調査で残したい地域文化習慣の

質問では【つながりたがる思考】と分類された「ゆいまー

る」「イチャリバチョーデー；出会うものは兄弟のよう

なものである」などの言葉もみられたが，今回は「ゆい

まーる」は１件のみで文化の認識が異なっていた。自治

会が多くの行事を企画，運営することが影響していると

考えられた。【つながりたがる思考】ではなく，「つながっ

ている」との認識があり，住民の移動が殆どなく，地域

住民の「ゆいまーる」で精神的支えが伺えることが沖縄

県北部地域の特徴であると推察された。

２．SCと保健師等の健康づくりの介入

　今回調査した北部地域は，互助の強い地域でSCが醸

成されており，関わる保健師や専門職らは，地域住民の

健康づくり，健康増進・向上に向け，住民主体となって

いる豊年祭やエイサーなどの地域伝統行事，美化活動等

に参加し，健康生活の知識の提供，介入の必要性が示唆

された。そのためには，まず，自治会長や地域住民等と

の信頼関係を形成し，健康な地域づくりに向けた自治会

の意向を確認する必要がある。今村ら（2010）の保健補

導員組織を活用した例のように，その地域の風土を消す

ことなく，「自分から手を挙げるのではなく，誘われた

ら参加する」「周りの人に悪いからという気持ちから協

力する」といった行動パターンの中に静かな形での意思

と社会性が潜んでいる可能性があると考えられる。その
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意思を健康の維持向上へと導くのが保健師ら専門職の役

割であり，SCを活かした健康づくりの介入では，まず，

支援者と認めてもらう努力が必要である。地域のリー

ダーである自治会長の認識しているSCの活動を尊重し，

介入することが重要であると考える。そのためには，普

段の業務において，行政保健師や大学教員は自治会長と

の関わりを持ち，顔見知りの関係からその地域のSCの

活動を活かした健康づくりをしていく必要があると考え

る。

３．研究の課題

　今回の調査では，北部12市町村の自治会長の地域での

健康づくりとSCに関する調査を実施したが，無記名式

のアンケート調査であるために地域を断定できない。そ

のために，この結果を活かした地域限定介入は困難であ

る。今後，本研究結果を活かした保健師と協働する介入

研究を実施していくことが必要である。

Ⅵ．結論

　調査の結果，北部地域の自治会185件中110件の回答を

得た。自治会長らの認識するSCの諸活動は，全世代ま

たは青年期が参加する豊年祭，区民運動会，一斉清掃活

動，粗大ゴミ回収事業，エイサー，夏祭りなどであった。

自治会長を支援するネットワークと「ゆいまーる」の関

連がみられたことからSCの活動の維持と継続には「ゆ

いまーる」が重要である。自治会長らの捉えている「ゆ

いまーる」は生活上の無意識なもので，その精神は地域

伝統行事や美化活動等の多くの住民の協力姿勢から垣間

みていることが推察された。これらの結果から，行政保

健師や大学教員は自治会長と顔見知りの関わりを持つこ

とで，その地域のSCの活動を活かした健康づくりの可

能性が示唆された。
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